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機械式立体駐車場での事故再発防止について
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本日の内容

○ 自動二輪車駐車対策について

○ 駐車場附置義務の弾力化について

○ 駐車場等への充電施設の設置に関するガイドライン

○ 路外駐車場のバリアフリー化について

○ 自転車等駐車場の整備のあり方ガイドライン

○ ＰＦＩ事業について
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１ 自動二輪車駐車対策

●平成18年、駐車場法の一部改正●平成 年、駐車場法 部改
→自動二輪車を駐車場法の対象に追加

自動 輪車駐車場 整備促進と適 な管理運営 推進自動二輪車駐車場の整備促進と適正な管理運営の推進

○自動二輪車の駐車需要を加味した路上駐車場 路外駐車場○自動二輪車の駐車需要を加味した路上駐車場、路外駐車場
の計画的整備の促進。
○自動二輪車を附置義務制度の対象に追加。動 輪車を 置義務制度 象 追 。
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○全国の駐車場整備状況

１ 自動二輪車駐車対策

※届出駐車場、附置義務駐車施設（専用的に利用されるも
の）、路上駐車場及び自動二輪車を受け入れていることが把握

きた駐車場

●平成２０年３月末現在

自動車 4,035千台（68,600箇所）
自動二輪車 39千台（350箇所）

できた駐車場
自動 輪車 千台（ 箇所）

●平成２１年３月末現在

自動車 4,187千台（70,100箇所） 【前年比 ＋４％（台数ベース）】

自動二輪車 45千台（590箇所） 【前年比 ＋１５％（台数ベース）】自動二輪車 45千台（590箇所） 【前年比 ＋１５％（台数 ス）】

●平成２２年３月末現在

自動車 4,267千台（71,100箇所） 【前年比 ＋２％（台数ベース）】

自動二輪車 49千台（640箇所） 【前年比 ＋７％（台数ベース）】自動二輪車 49千台（640箇所） 【前年比 ＋７％（台数ベ ス）】

●平成２３年３月末現在

自動車 4,362千台（72,500箇所） 【前年比 ＋２％（台数ベース）】

自動二輪車 60千台（910箇所） 【前年比 ＋22％（台数ベース）】

・自動車の保有台数・収容台数、自動二
輪車の収容台数：自動車駐車場年報
（2011年）

自動二輪車 60千台（910箇所） 【前年比 ＋22％（台数ベース）】

○自動車と自動二輪車の水準比較

58.0
収容台数（台）/保有台数（千台）

（2011年）

※都市計画駐車場、届出駐車場、附置
義務駐車施設、路上駐車場及び自動二
輪車を受け入れていることが把握できた
駐車場を対象とし月極駐車場 住宅の車
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○駐車場整備地区及び駐車場整備計画

１ 自動二輪車駐車対策
○駐車場整備地区及び駐車場整備計画

自動二輪車対応：渋谷区H22.4、京都市H22.6 、新宿区H23.4 、
金沢市H23.7、松戸市H24.3、横浜市H24.10

(平成24年11月末現在）(平成24年11月末現在）
策定検討都市：町田市、浜松市、下関市、長崎市

「京都市駐車場整備地区における駐車場整備計画」（平成22年6月）「京都市駐車場整備地区における駐車場整備計画」（平成22年6月）

○路外駐車場の整備に関する基本方針

●自動二輪車の路上駐車による歩行者の安全・快適性の低下といった問題も依然●自動二輪車の路上駐車による歩行者の安全・快適性の低下といった問題も依然
として残っており，今後も引き続き，駐車場整備地区として対策が必要な状況

○駐車場整備計画の推進に必要な施策○駐車場整備計画の推進に必要な施策
●既存駐車場から自動二輪車駐車場への転用

・自動二輪車の駐車場の確保に際しては，既存駐車場の駐車マスの一部を自動二
輪車用に転用するだけでなく 駐車場内の空きスペースを自動二輪車用の駐車マス輪車用に転用するだけでなく，駐車場内の空きスペ スを自動二輪車用の駐車マス
とすることで，自動二輪車駐車場の確保を図る。

●自動二輪車駐車施設の附置義務制度の適用動 輪車駐車施設 置義務制度 用
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１ 自動二輪車駐車対策

○附置義務駐車場条例
自動二輪車附置義務適用：６都市 （平成２４年１１月末現在）

→塩竃市(19.2.22施行)、横浜市(19.12.1施行)→塩竃市(19.2.22施行)、横浜市(19.12.1施行)
川崎市(20.4.1施行)、大阪市(20.6.1施行)
さいたま市(2１.4.1施行)、川越市（24.7.1施行)

条例改正検討都市：神戸市、長崎市条例改正検討都市 神戸市、長崎市

条例制定都市の原単位 （㎡に１台）

百貨店その
他の店舗

事務所 左記以外の
特定用途

塩竃市 3000㎡ 8000㎡ 8000㎡竃市

横浜市 3000㎡ 3000㎡ 10000㎡

川崎市 3000㎡ 3000㎡ 8000㎡

大阪市 3000㎡ 3000㎡ 6500㎡

さいたま市 3000㎡ 3000㎡ 8000㎡

川越市 3000㎡ 8000㎡ 8000㎡川越市 3000㎡ 8000㎡ 8000㎡

※商業地域・近隣商業地域の場合 6



平成２２年４月２０日

１ 自動二輪車駐車対策

平成２２年４月２０日

国都街発第６号

各都道府県及び各政令指定都市担当部局長 殿

国土交通省都市・地域整備局

街路交通施設課長

自転車駐車場における自動二輪車の受入れについて（通知）自転車駐車場における自動二輪車の受入れについて（通知）

各位におかれましては、日頃より自転車駐車場行政の推進に御尽力を賜り、厚く御礼申しあげます。

自動 輪車の駐車対策に は 従前より 駐車場政策担当者会議等にお 各位に対し その推進を図自動二輪車の駐車対策については、従前より、駐車場政策担当者会議等において、各位に対し、その推進を図
られるよう周知を行ってきたところですが、未だに不足しており、その充実が求められております。各位におかれて
は、自転車の安全利用の促進及び自転車等の駐車対策の総合的推進に関する法律（以下「自転車法」という。）
に基づく自転車駐車場の整備等の取組みが進められているものと認識していますが、自転車駐車場における自
動二輪車の受入れについても積極的に進めていくことが必要と考えられます。動二輪車の受入れについても積極的に進めていくことが必要と考えられます。

自転車法では自動二輪車は対象外とされていますが、各地方公共団体においては、自転車駐車場の管理に関
する条例等に自動二輪車を位置づける改正等を行うことにより、自転車駐車場における自動二輪車の受入れが
可能であり また このような事例があること（別添事例紹介資料参照）について十分に御認識いただくとともに可能であり、また、このような事例があること（別添事例紹介資料参照）について十分に御認識いただくとともに、
慢性的な自動二輪車の駐車場不足を解消する観点から、自転車駐車場における自動二輪車の受入れを積極的
に推進していただきますよう、宜しくお願い申し上げます。

なお 自転車駐車場における自動二輪車の受入れに当たっては 当該自転車駐車場の構造 必要な設備等になお、自転車駐車場における自動二輪車の受入れに当たっては、当該自転車駐車場の構造、必要な設備等に
ついて、建築基準法、消防法等の関係法令への対応が必要となる場合がありますのでご留意下さい（参考資料参
照）。
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（参考）

１ 自動二輪車駐車対策

◆ 原動機付自転車等を自転車駐車場に駐車させるには、建築基準法、消防法等の関係法
令の規定による対応が必要となる場合があります。

◆ 個々具体の事案について、上記対応の必要がある場合には、当該地域の特定行政庁、
消防部局等の関係機関にお問い合わせいただくこと等により、適切に対応していただきま
すようお願いします。
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２ 自動二輪車駐車対策

○公設自転車等駐車場の管理規則（平成２３年９月末現在）
・ 自動二輪車対応：１６９都市

「和泉市自転車等駐車場の設置及び管理に関する条例」
第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に
定めると ろによる定めるところによる。
(1) 自転車 道路交通法(昭和35年法律第105号)第2条第1項第11号の2に規定す
る自転車をいう。
(2) 原動機付自転車 道路交通法第2条第1項第10号に規定する原動機付自転車を(2) 原動機付自転車 道路交通法第2条第1項第10号に規定する原動機付自転車を
いう。
(3) 自動二輪車 道路交通法第3条に規定する普通自動二輪車(側車付きのものを
除く )をいう除く。)をいう。
(4) 自転車等 自転車、原動機付自転車又は自動二輪車をいう。

第4条 駐車場に駐車することができる車種は 駐車場の構造に応じて 自転車 原第4条 駐車場に駐車することができる車種は、駐車場の構造に応じて、自転車、原
動機付自転車又は自動二輪車とし、駐車場ごとに別表第1に定めるところによる。
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■ 自転車駐車場において自動二輪車の受け入れ を工夫している事例

１ 自動二輪車駐車対策

大阪市

○地域からの要望を受け、駅単位で自転車の駐輪需要台数と供給台数を確認
○あわせて、自動二輪車の駐車需要を確認
○自転車駐車場の構造や利用状況を確認し、自動二輪車が駐車可能な自転車駐車場を抽出
○平成24年4月より、５箇所の自転車駐車場において自動二輪車を受入開始

☆安全対策

・両利用者の安全対策のため、自転車と自
動二輪車の通路・駐車スペースを物理的に

・幹線道路沿いの自転車駐車場など
には入口部に減速する区間を設置。

分離。

減速区間

新大阪駅北口
自転車駐車場

弁天町駅西
自転車駐車場

10



■ 自転車駐車場において自動二輪車の受け入れ を工夫している事例

１ 自動二輪車駐車対策

仙台市、東京都大田区、さいたま市、清瀬市、厚木市、大阪市、霧島市、津山市等で実施中
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平成２３年５月１２日

１ 自動二輪車駐車対策

平成２３年５月１２日

国都街発第１１号

各都道府県及び各政令指定都市担当部局長 殿

国土交通省都市 地域整備局国土交通省都市・地域整備局

街路交通施設課長

自動二輪車の駐車対策について（通知）

各位におかれましては、日頃より自転車駐車場行政の推進に御尽力を賜り、厚く御礼申し上げます。

自動二輪車の駐車対策については、従前より、駐車場政策担当者会議等において、各位に対し、その推進を図られるよ
う周知を行ってきたところですが、未だに不足しており、その充実が求められております。

自動二輪車駐車場の確保のためには、既存の駐車場や自転車駐車場において、自動二輪車を受入れる取組が重要で
す。以下の三点を参考に、積極的な受入れを進めて頂きますようお願いします。

なお 貴管内市区町村（駐車場施策及び自転車駐車場施策担当 政令指定都市を除く ）に対しても この旨周知徹底方なお、貴管内市区町村（駐車場施策及び自転車駐車場施策担当。政令指定都市を除く。）に対しても、この旨周知徹底方
お願いします。

１．各位におかれては、自転車の安全利用の促進及び自転車等の駐車対策の総合的推進に関する法律（以下「自転車
法」という。）に基づく自転車駐車場の整備等の取組みが進められているものと認識していますが、自転車駐車場における法」という。）に基づく自転車駐車場の整備等の取組みが進められているものと認識していますが、自転車駐車場における
自動二輪車の受入れについても積極的に進めていくことが必要と考えられます。このため、平成２２年４月２０日付（国都街
発第６号）において、街路交通施設課長より「自転車駐車場における自動二輪車の受入れについて」の通知を行ったところ
ですが、引き続き、慢性的な自動二輪車の駐車場不足を解消する観点から、自転車駐車場における自動二輪車の受入れ
を積極的に推進していただきますよう、宜しくお願い申し上げます。

特に 125ccまでの自動二輪車については 比較的需要が高く 駐車場が不足している状況です 125ccまでの自動二特に、125ccまでの自動二輪車については、比較的需要が高く、駐車場が不足している状況です。125ccまでの自動二
輪車の駐車施設については、平成22年9月末時点において26都市、319箇所の自転車駐車場において約47,000台分が
確保されている実績があり、積極的に自転車駐車場の管理条例の改正等による対応を推進して頂きますようお願いします
。 12



２．既設の駐車場および自転車駐車場に自動二輪車を受入れるために改良することと「補助金等に係る予算の執

１ 自動二輪車駐車対策
既設 駐車場および自転車駐車場 自動 輪車を受入れるため 改良する 補助金等 係る予算 執

行の適性化に関する法律」第22条の規定に基づく財産処分の規定の関係については次の通りです。これを踏ま

え、既設の駐車場及び自転車駐車場への受入れのための改良の取組を積極的に検討されますようお願いいたし
ます。

［財産処分の規定について］［財産処分の規定について］

補助金等の交付の目的に反して使用しない場合は、当該規定に抵触することはありません。例えば、補助金等
の交付の目的が「安全で円滑な交通を確保し、魅力ある都市・地域の将来像を実現するため、徒歩、自転車、自
動車、公共交通の適正な分担が図られた交通体系を確立し、もって公共の福祉に寄与すること」などの場合は、
自動二輪車を受入れるために改良することが交付の目的に反していると考えません自動二輪車を受入れるために改良することが交付の目的に反していると考えません。

３．これまでに国からの補助金が活用されず整備された民間駐車場について、自動二輪車を受入れるための改良
について設備投資に係る部分については、社会資本整備総合交付金を活用した助成が可能です。以下を参照し

積極、積極的な活用をお願いいたします。

［社会資本整備総合交付金の活用の考え方］

地方公共団体が当該交付金事業者に交付する補助金の額の2分の1又は事業の実施に要する費用の3分の1
のいずれか低い額とするのいずれか低い額とする
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１ 自動二輪車駐車対策

○附置義務自転車等条例
自動二輪車附置義務適用：１２都市 （平成２４年１１月末現在）

「仙台市自転車等駐車場 附 び建 奨励 する条例「仙台市自転車等駐車場の附置及び建設奨励に関する条例」

第二条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるとこ
ろによる。
一 自転車等 自転車(道路交通法(昭和三十五年法律第百五号)第二条第一項第十一号の二自転車等 自転車(道路交通法(昭和三十五年法律第百五号)第二条第 項第十 号の二
に規定する自転車をいう。以下同じ。)、原動機付自転車(同項第十号に規定する原動機付自転
車をいう。以下同じ。)及び自動二輪車(同法第三条に規定する自動二輪車(側車付きのものを除
く。)をいう。以下同じ。)をいう。

第三条 指定区域内において、別表(ア)欄の用途に供する施設で当該用途に供する部分の床面
積(以下「店舗面積等」という。)が同表(イ)欄の規模のものを新築しようとする者は、当該店舗面
積等について同表(ウ)欄の基準により算定した規模以上の自転車等駐車場を当該施設に係る積等について同表(ウ)欄の基準により算定した規模以上の自転車等駐車場を当該施設に係る
敷地等の場所に設置しなければならない。
2 前項の店舗面積等の算定は、規則で定めるところにより行う。
3 第一項の規定により算定した自転車等駐車場の規模に対する自転車、原動機付自転車及び
自動 輪車 台数 割合に は 規則 定める自動二輪車の台数の割合については、規則で定める。

「仙台市自転車等駐車場の附置及び建設奨励に関する条例施行規則」

第四条 条例第三条第三項に規定する自転車等駐車場の規模に対する自転車、原動機付自転第四条 条例第三条第三項に規定する自転車等駐車場の規模に対する自転車、原動機付自転
車及び自動二輪車の台数の割合は、それぞれ百分の五十、百分の四十及び百分の十とする。

14



■ 自動車駐車場において自動二輪車の受け入れ を工夫している事例

１ 自動二輪車駐車対策

松戸市

仙台市、松戸市、さいたま市、横浜市、浜松市、広島市、松山市等で実施中

デッドスペースの活用

・四輪駐車場収容台数を変更せず、デッドス
ペースを活用して、自動二輪車を受け入れ、ペ スを活用して、自動二輪車を受け入れ、
利用ニーズに対応。

・インターネット検索サイトに情報提供、広報、
ＨＰ、バイク店、ガソリンスタンド、教習所等に

さいたま市

松戸駅西口地下駐車場（松戸市）

、 イク店、ガソリン タンド、教習所等に
ポスターを配布してＰＲ。

清算方法の切り分け

・出入口にゲートシステムを採用している
ため ゲートバーを短く切断したうえで

さ ま市

ため、ゲ トバ を短く切断したうえで、

・自動二輪車を感知しないよう壁寄りに
自動二輪車の動線を確保。
（自動二輪車は駐車スペースで精算）（自動 輪車は駐車ス スで精算）

・出入口が四輪車と混在するため、自動
二輪車の動線をはっきり色分け。 浦和駅東口駐車場（さいたま市） 15



■ その他の工夫した取組み事例

１ 自動二輪車駐車対策

鉄道事業者と役割分担

町田市

違法駐輪の解消

新宿区

鉄道事業者と役割分担

・整備前は無料自転車等駐車場として自
転車・バイクが混在していた。

電鉄業者と調整を行い 鉄道業者が自

違法駐輪の解消

・新宿駅新南口開設後、近接する区道歩
道上及び駅ビル周辺の公開空地に違法
駐輪が始まった これを解消するため電鉄業者と調整を行い、鉄道業者が自

転車駐車場、市が二輪車駐車場を整備
し有料化した。

駐輪が始まった。これを解消するため、
関係機関と協議し、区道歩道上に路上自
転車等駐輪場を設置することとした。

鶴川東側バイク駐車場（町田市） 新宿駅新南口路上自転車等駐輪場（新宿区）

16



自動二輪車駐車場のＰＲ 福岡市

１ 自動二輪車駐車対策
自動 輪車駐車場のＰＲ

札幌市

福岡市

出典 札幌市出典：札幌市ＨＰ

この他、東京都・横浜市・横須賀市においてもインター
ネット等により情報を発信

出典：福岡市ＨＰ

日本二輪車協会においても、バイク駐車場の位置情報
を発信
http://www.nmca.gr.jp/society/parking/ 17



自動二輪車の受け入れを工夫している事例

１ 自動二輪車駐車対策

一般社団法人 日本自動車工業会
より「自治体の二輪車駐車場 事

自動 輪車 受け入 を 夫 事例

より「自治体の二輪車駐車場・事
例集2011」が発行されていますの
で参考にしてください。

http://www.jama.or.jp/motorcycle/environment/pdf/parking_spaces_case2011.pdf
18



２ 駐車場附置義務の弾力化

■ 都市の交通実態に即した路外駐車場の
整備を推進するための措置（駐車場出入口
規定の弾力化及び駐車場附置義務の弾力

平成16年7月2日国都街第18号各都

道府県、各指定都市の駐車場担当部
局あて国土交通省都市・地域整備局
街路課長通知より抜粋規定の弾力化及び駐車場附置義務の弾力

化）について（技術的助言）
街路課長通知より抜粋

（1）附置を義務付ける駐車施設１台あたりの床面積（原単位）について（1）附置を義務付ける駐車施設１台あたりの床面積（原単位）について
標準駐車場条例第25条等において示している原単位は、一応の目安を示したものに過ぎず、従

来より、条例の制定にあたっては、各都市における効果・影響等についての十分な調査の下に適
切な原単位を設定されたい旨示していたところではあるが、今般この趣旨を徹底し、地方公共団
体の独自の政策判断に応じた設定を推奨するため 標準条例における原単位は あくまでも参考体の独自の政策判断に応じた設定を推奨するため、標準条例における原単位は、あくまでも参考
である旨を明確にするためとして表現の適正化を図ったので、原単位の設置・変更にあたっては
この旨改めて十分に留意されたい。

（2）特定の地区毎に別途の駐車施設附置に係る基準を設定することについて
標準駐車場条例第25条第2項及び第25条の2第2項において、特定の地区ごとに別途の基準値

を設けることを可能とした趣旨は、地区の交通特性や建築物の用途等によって駐車需要の発生
に大きな違いがあることに加え 既存駐車場の有効活用方策や地区内の交通処理計画の内容にに大きな違いがあることに加え、既存駐車場の有効活用方策や地区内の交通処理計画の内容に
応じ、新たに設置すべき駐車施設の量が変わることから、基準の合理化を推進するものである。

したがって、別途の基準を設ける地区の設定及びその地区における基準値の設定にあたって
は、十分な調査の下に、その地区の実態や地区交通計画等を踏まえて行われたい。は、十分な調査 下 、そ 地区 実態や地区交通計画等を踏まえ 行われた 。
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２ 駐車場附置義務の弾力化

■ 附置義務算定基準（自動車）の傾向

これまでに制定された附置義務条例の原単位（附置義務１台あたりの床面積）
を集計を集計

百貨店その他の店舗
又は事務所の用途 特定用途 非特定用途

200    150    150    150 250    250    150    150 450   450   450   450
標準条例(㎡)

標準駐車場条例と比較して原単位が 小さい（強化） 同じ 大きい（緩和）
20



２ 駐車場附置義務の弾力化

■ 一定の条件下での附置義務台数の緩和（仙台市）

商業地域内で市長が特別に定めた地区又は駐車場整備地区に区域において、附置
義務台数を2割軽減義務台数を2割軽減。

○附置義務台数
・百貨店その他の店舗又は事務所の用途に供する部分の床面積の合計を200 平方メー

除 得 数値 を 得 数値トルで除して得た数値に0.8を乗じて得た数値
・特定用途（百貨店等の用途を除く。）に供する部分の床面積の合計を250平方メートルで
除して得た数値に0.8 を乗じて得た数値

・非特定用途に供する部分の床面積の合計を450平方メートルで除して得た数値に0 8

■ 一定の条件下での附置義務台数の緩和（大阪市）

非特定用途に供する部分の床面積の合計を450平方メ トルで除して得た数値に0.8 
を乗じて得た数値

■ 定の条件下での附置義務台数の緩和（大阪市）

鉄道駅と地下通路又は上空通路等で接続する建築物で市長の承認を受けたものに
ついては、当該建築物の延べ面積に0.8を乗じて得た値で附置義務台数を算出。

○承認に必要な条件（いずれにも該当）

・内建築物の敷地が、駐車場整備地区、商業地域又は近隣商業地域内に位置
することすること

・建築物が鉄道駅に地下通路又は上空通路等で接続することにより、駐車施設
の需要を低くする措置がなされた建築物であること 21



■ 公共交通利用促進策による附置義務台数の緩和（H21 7 金沢市）

２ 駐車場附置義務の弾力化

公共交通の利便性が高い場所等の駐車施設の

■ 公共交通利用促進策による附置義務台数の緩和（H21.7・金沢市）

公共交通の利便性が高い場所等の駐車施設の
設置が好ましくない場所において建築物を新築す
るにあたって、施設利用者への公共交通の利用
の促進等の取組が行われる場合は、駐車施設の

義務を緩附置義務を緩和。

（緩和対象となる取組）

下記いずれかにより、施設利用者に対して公共交通の利
用の促進等を図るとともに、その取組を周知すること

・バス停におけるバス待ち環境整備
・エコポイント券の利用促進
・バス券、タクシー券の配布、
・施設専用バスによる送迎施設専用 よる送迎
・カーシェアリングの導入
・施設入居者のマイカー通勤の原則禁止
・その他公共交通の利用の促進及び自動車の利用抑制
に資すると判断される取組資する 判断される取組

22



２ 駐車場附置義務の弾力化

■ 公共交通利用促進策による附置義務台数の緩和（H24.5改定・京都市）

駐車施設を附置すべき者で、建築物の利用者に対する公共交通機関の利用促進を
行おうとするものは 附置すべき駐車台数から 公共交通利用促進措置により減少行おうとするものは、附置すべき駐車台数から、公共交通利用促進措置により減少
することが見込まれる自動車利用者の数に応じて、駐車台数を減じることができる。

○適用地区
市内の全鉄道駅（130駅)から500mの範囲

○適用対象建築物
特定用途の建築物
※但し、工場用途の建築物は全市域に適用

○公共交通利用促進に資する措置
・公共交通利用者への割引サービスや特典の付与

交 者 賃 補・公共交通利用者への運賃の補助
・公共交通利用者への商品配送サービス
・公共交通利用促進についての広報の実施
鉄道駅 の地下通路等の接続・鉄道駅への地下通路等の接続

・駅への施設専用バスによる送迎
・建築物への自動車による通勤の禁止
建築物内における公共交通機関の位置情報提供・建築物内における公共交通機関の位置情報提供
システムの導入

・その他、公共交通利用促進に資すると認められるもの 23



３ 駐車場等への充電施設の設置に関するガイドライン

ガイドライン掲載場所 http://www.mlit.go.jp/toshi/crd_gairo_fr_000009.html 24



特定路外駐車場のバリアフリーの推進

４ 路外駐車場のバリアフリー化

○平成１８年、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（バリ
アフリー新法）が成立、施行

特定路外駐車場のバリアフリ の推進

○法の対象に旅客施設、道路、建築物とともに路外駐車場も追加
○新設の路外駐車場については、移動等円滑化基準への適合義務、既存のものにつ

いては、基準適合への努力義務が生じている
○特に既存の駐車場のバリアフリー化が進むよう、法の主旨の徹底、啓発等が必要
○特定路外駐車場における車いす使用者駐車施設については、その整備を進めると

ともに、その施設が適正に利用されるよう民間駐車場経営者や市民に対して啓発
をお願 ますをお願いします。

25



４ 路外駐車場のバリアフリー化
社会資本整備重点計画（平成24年8月31日）

現状値（H22年度末） 目標（H32年度末）

指標 ： バリアフリー化された路外駐車場の割合

新たな目標年及

社会資本整備重点計画（平成24年8月31日）

現状値（H22年度末） 目標（H32年度末）
45% 約70%

指標の解説：すべての人が安全で快適に利用できるバリアフリー化された路外駐車場の増加

新たな目標年及
び目標値を設定

指標の解説：すべての人が安全で快適に利用できるバリアフリ 化された路外駐車場の増加

バリアフリー化された路外駐車場のイメージ 車いす使用者等に配慮した通路

○路外駐車場車いす使用者用駐車施設の表
示

○路外駐車場車いす使用者用駐車施設の表
示

○有効幅３５０ｃｍ以
上

26



特定路外駐車場のバリアフリーの推進

４ 路外駐車場のバリアフリー化

総合政策局による平成22年度調査において、軽度障害者や高齢者用に「通常の幅
で施設出入口に近い駐車スペース」を設ける「ダブルスペース」の導入を検討す

特定路外駐車場のバリアフリ の推進

ることが有効とされていますので参考にしてください。（下記アドレス参照）
http://www.mlit.go.jp/report/press/sogo09_hh_000030.html

必要なスペースを確保し、
障害者や高齢者等の間でも使

すくす 夫 軽いやすくする工夫として、軽
度障害者や高齢者用に『通常
の幅で施設出入口に近い駐車
スペ ス』を設ける『ダブルスペース』を設ける『ダブル
スペース』の導入を検討する
ことが有効。

27



■放置自転車対策の実施

５ 自転車等駐車場の整備のあり方に関するガイドライン

１１ 自転車等駐車場の整備自転車等駐車場の整備
駅前広場地下を機械式駐輪場として利用

３３ 放置禁止区域の拡大と撤去放置禁止区域の拡大と撤去
従来の路線単位の指定から

■放置自転車対策の実施

駅前広場地下を機械式駐輪場として利用
（平井駅南口駐輪場・Ｈ２１年１０月1日供用開始）

従来の路線単位の指定から
エリア単位での指定へ

４４ 自転車マナー・ルールの向上自転車マナー・ルールの向上２２ 附置義務条例による商業附置義務条例による商業

出典：江戸川区資料
出典：江戸川区資料

中学生による自転車
業務体験学習の様子

４４ 自転車マナ ル ルの向上自転車マナ ル ルの向上２２ 附置義務条例による商業附置義務条例による商業
施設等への自転車駐輪場施設等への自転車駐輪場
の設置の設置

業務体験学習の様子

・・・全国134都市で条例を制定

出典：江戸川区資料
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小規模自転車駐車場

■放置自転車の現状

５ 自転車等駐車場の整備のあり方に関するガイドライン

○駐車可能台数は、着実に増加しつつも、依然として駅周辺を中心に放置自転車が存在
○駅周辺を勤務地とする従業員の通勤利用や買い物などの短時間利用者への対応が必要

■放置自転車の現状

◆放置自転車台数と収容台数の推移◆放置自転車台数と収容台数の推移 ◆駐輪場利用及び放置車両の自転車利用目的◆駐輪場利用及び放置車両の自転車利用目的

500 0
（万台）

5%
6% 4% 6%

5%
9%

通勤・通学（公共交

通端末）
通勤・通学（駅周辺

が目的地）

【駐輪場利用者】 N=502 【放置自転車】N=480

300.9
322.7

349.2

362.6
369.2

374.9
386.8 393.1

437.7 432.1

346.1350.0 

400.0 

450.0 

500.0 

収容台数

放置台数

■■通勤・通学通勤・通学
（公共交通端末）（公共交通端末）

38%

31%

7%
9%

36%

25%

12%

が目的地）
通勤・通学（不明）

買い物

仕事
133.4

167.3

202.8

238.3

277.2

150.0 

200.0 

250.0 

300.0 
（公共交通端末）（公共交通端末）

■■通勤・通学通勤・通学
（駅周辺が目的地）（駅周辺が目的地）

■■通勤・通学（不明）通勤・通学（不明）
■■買い物買い物
■■仕事仕事
■■その他その他

7%
その他

59.8

92.9
67.5 

85.2 

98.8 
86.4 82.7 

79.9 80.4 83.0 
77.4 70.2 64.4 

56.2 54.1 43.7 38.7 33.0 23.8 
17.7 

0.0 

50.0 

100.0 

S52 S54 S56 S58 S60 S62 H1 H3 H5 H7 H9 H11 H13 H15 H17 H19 H21 H23 （年）

「静岡市調べ（平成15年度）」

■■不明不明

「駅周辺における放置自転車等の実態調査の集計結果」
（内閣府：平成24年3月）
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５ 自転車等駐車場の整備のあり方に関するガイドライン

ガイドライン掲載場所 http://www.mlit.go.jp/toshi/crd_gairo_tk_000015.html 30



（１）買い物目的の駐輪対策

５ 自転車等駐車場の整備のあり方に関するガイドライン

店舗ビルの外周用地の活用例

（１）買い物目的の駐輪対策

■柏市
店舗ビルの外周用地の活用例

○最初の２時間無料
○以後４～８時間毎１００円

行政の役割
○放置禁止区域の指定 大型店舗の空地を利用した駐輪場
○撤去・取締りの実施

大型店舗の空地を利用した駐輪場

出典：道路2010-10月号（特集 自転車施策の推進）

■高松市

商店街と連携し、空き店舗
に駐輪場を整備し活用

高松市

に駐輪場を整備し活用

商店街内に設置された駐輪場 31



（１）買い物目的の駐輪対策（横浜市）

５ 自転車等駐車場の整備のあり方に関するガイドライン

商業施設に存する公開空地にお
いて 商業施設事業者による駐

（１）買い物目的の駐輪対策（横浜市）

いて、商業施設事業者による駐
輪場整備を認めることにより、
放置自転車対策を推進放置自転車対策を推進。
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中心市街地 自転車が集中する施設が点在 きるだ 的地 駐輪する 者中心市街地 自転車が集中する施設が点在 きるだ 的地 駐輪する 者

５ 自転車等駐車場の整備のあり方に関するガイドライン

○中心市街地では、自転車が集中する施設が点在し、できるだけ目的地に駐輪する利用者
に対応するため、小規模な自転車等駐車場の面的配置が効果的

○用地確保が困難な場合で、道路の通行を阻害しない場合は、路上自転車駐車場の整備
を検討 自転車ネ トワ ク計画との連携や料金施策による自転車の適切な利用を誘導

○中心市街地では、自転車が集中する施設が点在し、できるだけ目的地に駐輪する利用者
に対応するため、小規模な自転車等駐車場の面的配置が効果的

○用地確保が困難な場合で、道路の通行を阻害しない場合は、路上自転車駐車場の整備
を検討 自転車ネ トワ ク計画との連携や料金施策による自転車の適切な利用を誘導を検討、自転車ネットワーク計画との連携や料金施策による自転車の適切な利用を誘導を検討、自転車ネットワーク計画との連携や料金施策による自転車の適切な利用を誘導

［路上駐輪場（イメージ）］

十

※現在は、道路法第二条第二項六に規定九

［路上自動二輪車駐車場（イメージ）］

出典：国土交通省ＨＰより
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（１）買い物目的の駐輪対策（路上駐輪場整備の役割分担）

５ 自転車等駐車場の整備のあり方に関するガイドライン
（１）買い物目的の駐輪対策（路上駐輪場整備の役割分担）

公共 事業者 その他

大阪市

○道路占用の主体 ○施設整備の費用負担
○駐輪場の管理運営
○利用料金は収入

事業期間は５年

○利用料金は収入
○市へ納付金を還元

○駐輪場の占用箇所
の選定

○道路占用の主体（市から許
可を得る・占用料の負担有り）

事業期間は１５年

京都市
の選定
○道路占用を許可

可を得る・占用料の負担有り）
○施設整備の費用負担
○利用料金は収入
○駐輪場の管理運営○駐輪場の管理運営

尼崎市
○道路占用の許可 ○施設整備の費用負担

○利用料金は収入
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福岡市では 面的な広がりがあり 買い物等の短時間駐輪など多様な駐輪需要がある中心市街地に福岡市では 面的な広がりがあり 買い物等の短時間駐輪など多様な駐輪需要がある中心市街地に

５ 自転車等駐車場の整備のあり方に関するガイドライン

福岡市では、面的な広がりがあり、買い物等の短時間駐輪など多様な駐輪需要がある中心市街地に

おいて、路上に自転車等駐車場を設置

○自転車等駐車場不足と用地不足の解消（恒久的な自転車等駐車場整備までの緊急的・暫定的措置）

福岡市では、面的な広がりがあり、買い物等の短時間駐輪など多様な駐輪需要がある中心市街地に

おいて、路上に自転車等駐車場を設置

○自転車等駐車場不足と用地不足の解消（恒久的な自転車等駐車場整備までの緊急的・暫定的措置）○自転車等駐車場不足と用地不足の解消（恒久的な自転車等駐車場整備までの緊急的 暫定的措置）
○路上自転車等駐車場は全体で約5,500台収容可能（24時間利用可能）

（市内の公共駐輪施設は路外駐輪場を含めると全体で約51,000台）
○放置自転車の多い箇所に設置し、利用率が高い。

○自転車等駐車場不足と用地不足の解消（恒久的な自転車等駐車場整備までの緊急的 暫定的措置）
○路上自転車等駐車場は全体で約5,500台収容可能（24時間利用可能）

（市内の公共駐輪施設は路外駐輪場を含めると全体で約51,000台）
○放置自転車の多い箇所に設置し、利用率が高い。

　自転車放置禁止区域

　自  転  車  駐  車  場

▲路上自転車等駐車場▲路上自転車等駐車場
（集中精算型前輪ロック式）

資料：福岡市提供資料より

▲福岡市（天神地区）駐輪場位置図
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（１）買い物目的の駐輪対策（新潟市）

５ 自転車等駐車場の整備のあり方に関するガイドライン
（１）買い物目的の駐輪対策（新潟市）

新潟市の中心市街地部であ新潟市の中心市街地部であ
る万代地区では、自転車等
駐車場の供給不足を補うた駐車場の供給不足を補うた
め路上のパーキングメー
ターを撤去して自転車駐車
を整備 容台場を整備している。収容台

数168 台で24 時間利用可
能であり 無料で利用でき能であり、無料で利用でき
る。

歩道を拡幅して設けた駐輪場

出典：新潟市出典 新潟市
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（１）買い物目的の駐輪対策（川崎市）

５ 自転車等駐車場の整備のあり方に関するガイドライン
（１）買い物目的の駐輪対策（川崎市）

・「買物目的利用等に対する駐輪施策として、課金制路上自転車等駐車
場を導入して短時間利用に対応した料金設定とすることにより、短時
間利用 誘導と通勤等 長時間利用を抑制間利用の誘導と通勤等の長時間利用を抑制

［出典：自転車の適正利用に向けた駐輪場利用促進プラン（川崎市）］
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（２）従業目的の駐輪対策（附置義務への追加）

５ 自転車等駐車場の整備のあり方に関するガイドライン
（２）従業目的の駐輪対策（附置義務 の追加）

附置義務の対象施設に事務所を追加している

福岡市

静岡市

仙台市
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（３）鉄道端末通勤・通学目的の駐輪対策（千葉市）

５ 自転車等駐車場の整備のあり方に関するガイドライン

料金体系による、駐車場の利用率の平準化料金体系による、駐車場の利用率の平準化

（３）鉄道端末通勤 通学目的の駐輪対策（千葉市）
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●ＰＦＩ事業とは

６ ＰＦＩ事業について

●ＰＦＩ事業とは
民間の資金と経営能力・技術力（ノウハウ）を活用し、公共施設等の設計・建設・改修・

更新や維持管理・運営を行う公共事業の手法のひとつ。

公共のメリット⇒財政支出削減の可能性
民間のメリット⇒新たな投資機会・事業機会
利用者メリット⇒サービスの質の向上

●従来の公共事業との違い
従来の公共事業が設計、建設、維持管理、運営という各業務を分割し、年度ごとに発

注するのに対し ＰＦＩでは 全ての業務を特別目的会社（SPC）等に包括して長期契約し注するのに対し、ＰＦＩでは、全ての業務を特別目的会社（SPC）等に包括して長期契約し
ます。 さらに、ＰＦＩでは、“性能を満たしていれば細かな手法は問わない”性能発注より
業務をゆだねるため、民間のノウハウが発揮されます。

ＰＦＩ事業従来の公共事業 ＰＦＩ事業

資料：ＰＦＩ導入の手引き （内閣府 民間資金等活用事業推進室） 40



６ ＰＦＩ事業について

●ＰＦＩの事業方式

施設の建設、維持管理運営、所有権の移転時期等により、ＰＦＩの事業方式は、ＢＴＯ
方式、ＢＯＴ方式、ＢＯＯ方式、ＲＯ方式に分類される。

類 型 内 容

BOT
(Build-Operate-Transfer)
建設―運営―譲渡

民間事業者（公共とのジョイント・ベンチャーを含む）
が建設・運営を行い、一定期間経過後に公共に施設
を譲渡する方式。建設 運営 譲渡 を譲渡する方式。

BTO
(Build-Transfer-Operate)
建設 譲渡 運営

民間事業者は建設後、施設の所有権を当該公共に
引き渡すが、引き続き施設を運営する方式。

建設―譲渡―運営

BOO
(Build-Own-Operate)
建 有 営

BOTのように公共への施設移転を行わない方式。
建設－所有－運営

ＲO
(Rehabilitate-Operate) 既存施設の改修を行う方式

改修－運営
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●ＰＦＩ事業による駐車場 駐輪場整備事例

６ ＰＦＩ事業について

●ＰＦＩ事業による駐車場・駐輪場整備事例

事業名 事業主体 方式 供用開始 事業期間

江坂駅南立体駐車場整備事業 大阪府 BOO H14年度 15年江坂駅南立体駐車場整備事業 大阪府 BOO H14年度 15年

鯖江駅周辺駐車場整備事業
福井県
鯖江市

BOT H15年度 7年

国土交通省
新北九州空港駐車場整備等事業

国土交通省
大阪航空局

BOT H18年度 15年

山梨県立中央病院駐車場

整備運営事業
山梨県 ＢＴＯ H18年度 15年

整備運営事業
梨県 度

長洲駅南側周辺駐車場整備事業
熊本県
長洲町

ＢＯＴ H19年度 10年

県庁立体駐車場整備事業 茨城県 ＢＴＯ H20年度 10年

福井県立病院立体駐車場

整備等運営事業
福井県 ＢＴＯ H21年度 22年

整備等運営事業

竹の塚西自転車駐車場整備運営事業
東京都
足立区

ＢＯＴ H14年度 10年

広島県
大竹市自転車駐車場施設整備運営事業

広島県
大竹市

ＢＯＴ H17年度 15年

（内閣府・ＰＦＩ推進委員会 事業情報より引用）
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（１）駐車場法に基づく諸制度

参考１ 駐車場施策の概要

（１）駐車場法に基づく諸制度

１）駐車場整備地区
：平成２４年３月末現在 全国１３３都市、１７３地区で指定：平成２４年３月末現在 全国１３３都市、１７３地区で指定

・自動車交通の輻輳する商業地区等において、駐車場の計画的整備を推進す
るため、都市計画に定める地域地区

２）駐車場整備計画
：平成２４年３月末現在 全国７７都市、１０５地区で策定

・駐車場整備地区内で、市町村が策定し公表することが義務付けられている
計画で、概ね１０年後の駐車需要を予測し、官民の適切な役割分担のもと
に総合的な駐車対策を行うための駐車場整備のマスタープラン

３）附置義務制度
：平成２４年３月末現在 全国１９７都市で制定

・駐車場整備地区あるいは商業地域等において、建築物の新築、増築に際し、
そ 途 床 積 応じ 駐車施設を附置さ る とを地方 共 体が条その用途、床面積に応じ、駐車施設を附置させることを地方公共団体が条
例により定める

・国土交通省では、『標準駐車場条例』を通達し、地方公共団体による条例
制定を促進制定を促進
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参考１ 駐車場施策の概要

４）駐車場の届出制度

・一般公共の用に供する駐車場で、駐車の用に供する部分の面積が５００㎡
以上のもので、料金を徴収するもの（届出駐車場）について、その管理者
が、駐車料金、営業時間等の管理規程を知事等に届け出る制度

５）大臣認定制度

・駐車場の出入口を「交差点の側端又はそこから５ｍ以内の道路の部分」、
「トンネル」、「橋」に設ける場合に、必要な変速車線を設けること、必
要な交通整理が行われることなどにより、国土交通大臣が道路の円滑かつ
安全な交通の確保に支障がないと認める制度安全な交通の確保に支障がないと認める制度
（施行令第７条第２項）

駐車の用に供する部分の面積が５００㎡以上の 般公共の用に供する路外・駐車の用に供する部分の面積が５００㎡以上の一般公共の用に供する路外
駐車場で用いられる特殊の装置（機械式駐車装置）について、国土交通大
臣がその構造又は設備について駐車装置の効力を認定する制度
（施行令第１５条 平成１３年１月６日より地方整備局長が認定）（施行令第１５条 平成１３年１月６日より地方整備局長が認定）
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（２）駐車場法に関する主な制度拡充経緯

参考１ 駐車場施策の概要
（２）駐車場法に関する主な制度拡充経緯

昭和30年代に入って、自動車保有台数の増加、自動車交通量の増加に伴い、路上駐車
の問題が起こり、路上駐車の規制とともに、駐車施設を整備する必要性が生じる

●昭和32年（1957年） 駐車場法制定
・ 駐車場整備地区を指定し、路外駐車場の設置を促進
・ 駐車施設の附置義務制度
・ 駐車場の構造、設備、管理について適切な水準の確保のための基準
※ 自動二輪車、軽自動車は占有面積が小さいことから対象外

●昭和37年（1962年） 駐車場法の一部改正
軽自動車を対象・ 軽自動車を対象

（外見上、一般の自動車と大差がないこと、所有台数の飛躍的な増加）

●平成3年（1991年） 駐車場法の一部改正
・ 駐車場整備地区の対象区域の拡大
・ 駐車場整備計画の創設駐車場整備計画の創設
・ 附置義務対象建築物の規模下限の引き下げ
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参考１ 駐車場施策の概要

●平成6年（1994年） 標準駐車場条例の改正
・ 荷さばき駐車場の附置義務を可能

●平成16年（2004年） 標準駐車場条例の改正及び駐車場法施行令の改正
・ 附置義務制度の性能規定化

カルル ルの採用・ 〃 ローカルルールの採用
・ 〃 隔地駐車場の積極的な活用
・ 路外駐車場の出入口設置の緩和

●平成17年（2005年） 駐車場管理規程例の策定
・ 駐車場の管理運営の適正化及び利用者の保護を目的

●平成18年（2006年） 道路交通法の一部改正
・ 放置車両についての使用者責任の拡充、取締関係事務の民間委託

●平成18年（2006年） 駐車場法の一部改正●平成18年（2006年） 駐車場法の 部改正
・ 自動二輪車を法律の対象に追加、あわせて標準駐車場条例を通知

●平成24年（2012年） 都市の低炭素化の促進に関する法律の制定●平成24年（2012年） 都市の低炭素化の促進に関する法律の制定
・ 附置義務駐車施設を計画的に集約化、あわせて標準駐車場条例を通知
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電気自動車、プラグイン・ハイブリッド自動車の種別・特性

参考２ 駐車場等への充電施設の設置に関するガイドライン
気

○現在、国内で販売されている電気自動車とプラグイン・ハイブリット自動車である4種類
の仕様は以下のとおりであり、充電1回あたりの走行可能距離は、最高200kmまでと

なっている。ただし、道路勾配、冷暖房の使用、道路渋滞等の影響により、この走行可なっている。ただし、道路勾配、冷暖房の使用、道路渋滞等の影響により、この走行可
能距離は低下する場合もある。

〇 充電施設の配置については、これらの走行可能距離を考慮して検討する必要がある。
種別 電気自動車 電気自動車電気自動車 プラグインハイブリッド自動車

メーカー
車種

三菱自動車工業株式会社
MINICAB-MiEV

（軽自動車）

三菱自動車工業株式会社
i-MiEV

（軽自動車）

日産自動車株式会社
日産リーフ

（普通自動車）

トヨタ自動車株式会社
プリウスPHV

（普通自動車）

写真

Ｇ： １８０km　（JC０８モード） CD 10.5kWh １００km　（JC０８モード）

Ｍ １２０k （JC０８モ ド） CD 16 0kWh １５０k （JC０８モ ド）
1回充電 ２００km　（JC０８モード）

26.4km(JC08モード)
（EV走行のみの場合）Ｍ： １２０km　（JC０８モード） CD 16.0kWh １５０km　（JC０８モード）

Ｇ：約２１時間で満充電 CD 10.5kWh：約14時間で満充電

Ｍ：約１４時間で満充電 CD 16.0kWh：約21時間で満充電

Ｇ：約７時間で満充電 CD 10.5kWh：約4.5時間で満充電

１００Ｖ １００Ｖ

２００Ｖ

１２５Wh/km　（JC０８モード）１１０Wh/km　（JC０８モード）

２００Ｖ

走行距離

普通充電

交流電力量
消費率

１２４Wh/km　（JC０８モード）

８時間で満充電２００Ｖ

１００Ｖ ２８時間で満充電

８．７４Wh/km　（JC０８モード）

１００Ｖ ３時間で満充電

２００Ｖ ９０分で満充電

（EV走行のみの場合）

お客さまの使用環境（気象、渋滞等）や運転方法（急発進、エアコン使用等）に応じて値は異なります。

Ｍ：約4.5時間で満充電 CD 16.0kWh：約7時間で満充電

総電力量

駆動方式

乗車定員

発売状況 発売中 発売中

4人 2人（4人）

２００Ｖ

CD 10.5kWh：10.5 kWh　CD 16kWh：16 kWh

Ｍ：約１５分で８０％充電

Ｇ：16 kWh　Ｍ：10.5 kWh

２００Ｖ

Ｇ：約３０分で８０％充電

２ＷＤ（後輪駆動） ２ＷＤ（後輪駆動）

24 kWh

８時間で満充電２００Ｖ

５人

発売中

急速充電 約３０分で８０％充電

２ＷＤ（前輪駆動）

発売中

２００Ｖ ９０分で満充電

CD 10.5kWh：約１５分で８０％充電

CD 16.0kWh：約３５分で８０％充電
未対応

４．４ kWh

２ＷＤ（前輪駆動）

5人

出典：各社HPより(平成24年3月時点）

発売状況

備考欄 普通充電器のみに対応

発売中 発売中

急速充電器・普通充電器に対応

発売中 発売中
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充電器の種別・特性

参考２ 駐車場等への充電施設の設置に関するガイドライン

○普通充電器は、一般家庭用電源と同じ交流電源（単相100Vあるいは単相200V）で満
充電する場合、おおよそ5時間～28時間程度かかる。形状としては、コンセント（100V、
200V） ポール型普通充電器（200V）に大別できる200V）、ポール型普通充電器（200V）に大別できる。

〇 急速充電器は、急速（大容量）タイプ（50kW程度）と、中速（中容量）タイプ（20～40kW
以下）の２タイプが販売されている。

普通充電器 急速充電器

ポール型
普通充電器普通充電器
（200Ｖ）

（内外電機）

○充電時間

コンセント
（100Ｖ・200Ｖ）
（パナソニック） （高砂製作所） （ハセテック） （日産自動車） （ニチコン）

５～８時間
○本体価格
20～60万円

○充電時間 ５～28時間
○本体価格 数千円

（高砂製作所） （ハセテック） （日産自動車） （ニチコン）

○充電時間（80％充電） 航続距離160㎞で約30分（急速）
○本体価格 80～200万円

出典：各社HPより(平成24年3月時点） 48



■電気自動車の利用実態（目的）

参考２ 駐車場等への充電施設の設置に関するガイドライン

○比較的短距離の移動での利用ニーズが高いと考えられる。

【個人所有者】 （ｎ＝2,257 トリップ数） 【法人所有者】 (ｎ＝1,401 トリップ数）

電気自動車の利用目的

旅行・レ

食事

3.7% 買い物

1 1%
ブ

通院

0.3%

旅行・レ

ジャー

0.1%

食事

0.1%

通勤・通学

通院

2.4%

旅行 レ

ジャー

7.6%
その他

7.6%
通勤・通学

10.5%

1.1%

送迎

0.4%

ドライブ

1.0%
その他

6.9%

31.0%

業務用

6.4%

ドライブ

3.0%

買い物

23.4%

送迎

15.0%
業務用

79.7%

（個人・法人所有者アンケート調査結果 利用実態調査） 49



■電気自動車の利用実態（日当たりの走行距離）

参考２ 駐車場等への充電施設の設置に関するガイドライン

○ 自動車の1日当たりの走行距離は、40km未満の移動が約70%を占める。
○ 電気自動車の所有者は、1日当たりの走行距離が比較的長い者であることがうかが

える。える。

【個人所有者】 （ｎ＝967 稼働日数） 【法人所有者】 （ｎ＝765 稼働日数）

日当りの走行距離別構成比（個人・法人 電気自動車所有者）

日当りの走行距離別構成比（個人・法人 普通乗用車）

（個人・法人所有者アンケート調査結果 利用実態調査）

平成17年道路交通センサス 関東OD調査 に基づき集計

出典：「電気自動車等の導入による低炭素型都市交通空間検
討調査（その１）業務 報告書」(平成22年3月 国土交通省)
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■電気自動車の利用時間帯と充電の時間帯

参考２ 駐車場等への充電施設の設置に関するガイドライン

○ 個人所有者、法人所有者とも、保管場所での充電を基本としている。

○ 個人所有者は、朝夕の「通勤・通学」「送迎」だけでなく昼間の「買い物」にも電気自動車
を利用しており 充電時間帯は23:00～6:00に約60%が集中しているを利用しており、充電時間帯は23:00～6:00に約60%が集中している。

○ 法人所有者は、日中の「業務」による利用が多く、充電時間帯は1日中ほぼ一定。
○ 一回当りの充電時間は、個人が4.6h/回、法人が6.8h/回となり、法人の充電時間が長

い傾向にある 法人は複数の利用者がいるため保管場所に戻った際 次の人のためにい傾向にある。法人は複数の利用者がいるため保管場所に戻った際、次の人のために
コンセントを差し込んだ状態にしていることによると思われる。

移動・充電時間の一日分布（個人・法人）移動・充電時間の 日分布（個人・法人）

【個人】（ｎ＝167） 【法人】（ｎ＝159）

（個人・法人所有者アンケート調査結果 利用実態調査）
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■外出先で充電するまでの移動距離

参考２ 駐車場等への充電施設の設置に関するガイドライン

○外出先での充電であるパブリック充電を利用するまでの移動距離の実態は、個人では
「10～20km未満」で充電している回数が多く、法人では「40～50km未満」で充電してい
る回数が多い また 平均すると個人が約33km 法人が約43kmの移動でパブリック充る回数が多い。また、平均すると個人が約33km、法人が約43kmの移動でパブリック充
電を利用している。

パブリック充電を利用するまでの移動距離の実態（利用実態調査）

回 回

パブリック充電を利用するまでの移動距離の実態（利用実態調査）

【個人】（ｎ＝138） 【法人】（ｎ＝73）

25

30

35

40

25

30

35

40

（平均値）

32.5km/回

（平均値）

43.0km/回

10

15

20

25

10

15

20

0

5

0

5

（個人・法人所有者アンケート調査結果 利用実態調査） 52



■ 充電施設の配置の考え方

参考２ 駐車場等への充電施設の設置に関するガイドライン

○ 充電形態は、自動車の保管場所における充電であるプライベート充電と外出先でおこ
なうパブリック充電に大別できる。

○ パブリック充電には 移動目的地で行う目的地充電 移動経路上にて行う経路充電○ パブリック充電には、移動目的地で行う目的地充電、移動経路上にて行う経路充電、
渋滞等の不測の事態によって欠電の恐れが生じた際に行う緊急充電に分類できる。

充電形態
普通充電器

急速充電器充電形態 急速充電器100V 200V
プライベート充電

〇 〇・自宅、事務所の駐車場など「自動車の保管場所」におけ
る充電る充電

パブリック充電(目的地充電)
〇 △

・移動の目的地での滞在中における充電

パブリック充電(経路充電)
〇

充 ( 充 )
〇

・移動の経路上における充電

パブリック充電(緊急充電)
△ 〇・充電等の不測の事態によって、欠電の恐れが生じた際に、

移動経路上 は経路外 お 駆 込 行う充電移動経路上又は経路外において、駆け込みで行う充電
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■ パブリック充電（目的地充電）の充電施設配置の考え方

参考２ 駐車場等への充電施設の設置に関するガイドライン

○パブリック充電（目的地充電）の充電施設配置については、自動車の目的地とな
ることが多い「大規模商業施設」、「観光地」、「病院」や「飲食店」等における設置が考
えられる。設置は、既存の電源を活用しながら、改装等に合わせて充電器の設置を順えられる。設置は、既存の電源を活用しながら、改装等に合わせて充電器の設置を順
次進めていくことが望ましい。

〇 充電器については、遠方からの来訪者が多く、滞在時間が長い施設については普通充

電器を主に、幹線道路沿いなどパブリック充電（経路充電）的な役割をも担う施設は、急

対象施設
及び駐車場

駐車場
タイプ

設置する充電器の考え方 整備主体

比較的 滞在時間が長時間であることから普通充電器の設置が

速充電器の設置も必要と考えられる。

〇大規模商業施設
〇観光地
〇ホテル・旅館
〇一時預り駐車場

平置
・自走式

・比較的、滞在時間が長時間であることから普通充電器の設置が
主と考えられる。

・充電器の設置場所は、駐車場区画付近が基本となり、壁面等に
おける100Ｖ・200Ｖコンセント設置や、ポール型普通充電器の設
置が考えられる

事業者

〇 時預り駐車場
置が考えられる。

病

機械式

（エレベー
ター方式等）

・エレベーター方式等の機械式駐車場における機種の設置可否な
ど、設置可能な充電器の種類等については、関係メーカーへの確
認が必要となる。 事業者
比較的 滞在時間が長時間 ある とから 壁面等における○病院

○公共施設
国

地方公共団
体平置

・比較的、滞在時間が長時間であることから、壁面等における100
Ｖ・200Ｖコンセント設置や、ポール型普通充電器の設置が考えら
れる。

・公共施設については、その公共性から緊急充電の役割も求めら
れ場合があり そ 場合は急速充電器 設置が望まれるれ場合があり、その場合は急速充電器の設置が望まれる。

○飲食店
○スーパー

平置
・滞在時間を考慮した上で、壁面等における100Ｖ・200Ｖコンセント
設置や、ポール型普通充電器の設置が考えられる。
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■ パブリック充電（経路充電）の充電施設配置の考え方

参考２ 駐車場等への充電施設の設置に関するガイドライン

○パブリック充電（経路充電）の充電施設配置については、長距離移動の経路とな
る場所への設置の他、電気自動車の走行可能距離と利用者の充電に対する意識の
関係 各地域の道路網等を踏まえ 都市間の主要走行ルートや観光ルートとなる道路関係、各地域の道路網等を踏まえ、都市間の主要走行ル トや観光ル トとなる道路
において、線的な設置を行うことが望まれる。 具体的には、「高速ＳＡ・ＰＡ」、「道の駅」、
「商業施設・飲食店」、「コンビニエンスストア」及び「ガソリンスタンド」 等における設置が
考えられる。考えられる。

○ 充電器については、高速ＳＡ・ＰＡには急速充電器の整備が、一般道においても、中・長
距離移動を支援するために、道の駅での急速充電器の整備が必要と考えられる。

○ 商業施設、飲食店、コンビニエンスストアやガソリンスタンドなどは、滞在時間を考慮した

上で、適切な充電器の設置が考えられる。また、充電中の待ち時間に飲食・買い物・休
憩ができる施設から優先的に整備することが望まれる。

対象施設
び駐車

駐車場
設置する充電器の考え方 整備主体

対象施設
及び駐車場

駐車場
タイプ

設置する充電器の考え方 整備主体

○高速SA・PA
平置

・比較的、滞在時間が短時間であることから急速充電器の設置が主
と考えられる。

・屋外駐車場内のどこに充電器を設置するかは、設置コストや利便

事業者

〇道の駅 事業者
性、安全性等を考慮の上、判断することが望まれる。

〇道の駅 事業者

○商業施設・飲食店
（幹線道路沿い）

○コンビニエンススト 平置

・滞在時間を考慮した上で、急速充電器に限らず、壁面等における
100Ｖ・200Ｖコンセント設置や、ポール型普通充電器の設置が考え 事業者○ ン ンススト

ア（幹線道路沿い）
○ガソリンスタンド

平置
られる。

事業者
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参考２ 駐車場等への充電施設の設置に関するガイドライン
■ パブリック充電（緊急充電）の充電施設配置の考え方

○パブリック充電（緊急充電）の充電施設配置については、不測の事態で利用者に
警告が表示される場合の走行可能距離をベースに適切に充電器を設置することが望ま
れるれる。

○ 設置場所としては、「公共施設」の他、電気自動車購入者へのアフターサービスの観点
から「自動車販売店」、また、24時間利用可能な「コンビニエンスストア」等における設置
が考えられるが考えられる。

○ 充電器については、駆け込み充電であることから急速充電器の設置が望ましいと考え
られるが、普通充電器でも有効と考えられる。

対象施設
び駐車

駐車場
設置する充電器考え方 整備主体

対象施設
及び駐車場

駐車場
タイプ

設置する充電器考え方 整備主体

○自動車販売店 平置

駆け込みで行う充電であることから 24時間利用可能であること

事業者

・駆け込みで行う充電であることから、24時間利用可能であること
が求められる。また、急速充電器の設置が主に望まれる。

・屋外駐車場内のどこに充電器を設置するかは、設置コストや利便
性、安全性等を考慮の上、判断することが望まれる。

○公共施設など 平置
国及び地方
公共団体

○コンビニエンス
平置 事業者

○コンビ エンス
ストア

平置 事業者
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■ パブリック充電の配置についてのニーズ

参考２ 駐車場等への充電施設の設置に関するガイドライン

配置間隔 ○個人・法人ユーザー、普通・急速充電設備ともに40㎞前後を希望。
設置して欲しい施設 ○「高速道路のPA、SA」、「ガソリンスタンド」、「商業施設」、

「コンビニエンスストア」等への設置を希望「コンビニエンスストア」等への設置を希望
設置して欲しい台数 ○各施設によりばらつきはあるが、全体としては1施設当たり3台程度

■普通充電器 ■急速充電器
充電器が必要な配置間隔

28.1%

28.1%

17.3%

20km未満

20～40km未満

40～60km未満

26.5%

34.3%

26.0%

20km未満

20～40km未満

40～60km未満

23.8%

30.9%

27.6%

20km未満

20～40km未満

40～60km未満

26.3%

20.4%

19.0%

20km未満

20～40km未満

40～60km未満

■普通充電器 ■急速充電器

1.4%

0.7%

17.3%

1.4%

5.8%

60～80km未満

80～100km未満

100km以上

たくさん必要

不要

1.1%

3.3%

8.8%

0.0%

60～80km未満

80～100km未満

100km以上

不要

5.0%

4.4%

8.3%

0.0%

60～80km未満

80～100km未満

100km以上

不要

1.5%

0.7%

16.1%

16.1%

60～80km未満

80～100km未満

100km以上

不要

（平均値）

41.0kmごと

（平均値）

49.1kmごと

（平均値）

39.1kmごと

（平均値）

41.6kmごと

（個人・法人所有者アンケート調査結果 意向調査）

0% 10% 20% 30% 40% 0% 10% 20% 30% 40%
0% 10% 20% 30% 40%0% 10% 20% 30% 40%

施設別・充電器別設置希望台数
【個人所有者】 （n=176   MA） 【法人所有者】 （n=165   MA）

2.1

3.3

3.1

2.6

4.4

2.7

2.6

1.5

1.1

2.0

1.1

3.2

2.3

3.0

ガソリンスタンド

カーディーラー

公共施設

コンビニエンスストア

スーパー

道の駅

コインパーキング

急速充電

普通充電

2.2

1.9

2.3

1.8

4.0

2.0

3.2

2.9

1.0

2.3

3.1

2.3

2.7

3.2

ガソリンスタンド

カーディーラー

公共施設

コンビニエンスストア

スーパー

道の駅

コインパーキング

急速充電

普通充電

※MA：マルチ・アン
サー（複数回答）

2.0

4.6

4.6

2.7

5.8

4.3

2.6

5.3

0 1 2 3 4 5 6 7

勤務先の駐車場

商業施設

高速道路PA、SA

その他

1.0

3.8

3.5

2.2

3.

3.1

5.8

5.1

4.3

0 1 2 3 4 5 6 7

勤務先の駐車場

商業施設

高速道路のＰＡ、ＳＡ

その他

（個人・法人所有者アンケート調査結果 意向調査）

（平均値）

急速充電器 3.3台/施設

普通充電器 3.4台/施設

（平均値）

急速充電器 2.6台/施設

普通充電器 3.6台/施設
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■ 充電器の設置位置

参考２ 駐車場等への充電施設の設置に関するガイドライン

○既存の配電盤近くへの設置は、設置工事費の低減につながりるため、充電器の設置費
用という観点からは、充電器は駐車場の配電盤に近い位置に配置することが望まれる。

○ 機械式駐車場においては 充電器設置の可否および設置位置については 技術的観○ 機械式駐車場においては、充電器設置の可否および設置位置については、技術的観

点等を考慮しなければならないことから、機械式駐車場メーカーと相談して、その設置
位置を判断することとなる。

種別

メーカー
車種

日産自動車株式会社
日産リーフ

（普通自動車）

三菱自動車工業株式会社
i-MiEV

（軽自動車）

三菱自動車工業株式会社
MINICAB-MiEV

（軽自動車）

ＥＶ

トヨタ自動車株式会社
プリウスPHV

（普通自動車）

ＥＶ ＥＶ ＥＶ

写真

充電口
の位置

急速充電口

普通充電口 58



■ 駐車場内の充電器の設置スペース

参考２ 駐車場等への充電施設の設置に関するガイドライン

（１）充電器の操作空間

駐車ますの大きさと販売車両の大きさとの関係をみると、軽自動車、普通乗用車とも
に長さで30㎝、幅で60㎝以上の余裕があるため、普通充電ガン（約20㎝）を使用した場に長さで30㎝、幅で60㎝以上の余裕があるため、普通充電ガン（約20㎝）を使用した場
合でも充電操作に支障ないと考える。

（２）施工および保守に必要な空間

急速充電器の前方は、メンテナンス作業環境を確保するための広いメンテナンス空間急速充電器の前方は、メンテナンス作業環境を確保するための広いメンテナンス空間
を確保することが望ましい。また、車止めや衝突防止ポール等は、メンテナンス時に充
電器の扉の開閉と干渉しない場所に設置することが必要で、急速充電器の正面から
1m程度離れている必要がある。

（３）吸排気に必要な空間
充電器の吸排気口と壁との距離に配慮する（又は背面をフェンス（金網）にする等）。

 
普通車両が駐車して充電する場合のイメージ

出典：「平成22年度 駐車場等への充電施設の設置・

代表的な普通充電ガンの寸法

出典：矢崎総業㈱HP

出典： 平成22年度 駐車場等 の充電施設の設置
配置に関する実証実験等による調査業務 報告書」
(平成23年3月 国土交通省)
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■充電器の操作性

参考２ 駐車場等への充電施設の設置に関するガイドライン

○ 雨の日でもケーブルの操作がし易いよう充電器の操作スペースには屋根の設置が望ま
れる。

○ 充電コンセントは 操作しやすい高さ（胸あたりの高さ）への設置が望まれる○ 充電コンセントは、操作しやすい高さ（胸あたりの高さ）への設置が望まれる。

事例 神奈 鎌倉 「鎌倉 役

事例：神奈川県茅ケ崎市「市営茅ヶ崎駐車場」

充電施設の屋根の例

事例：神奈川県鎌倉市「鎌倉市役所」
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■充電施設に関する案内サイン

参考２ 駐車場等への充電施設の設置に関するガイドライン

○ 電気自動車や充電器の増加が予想される中で、利用者が迷わず充電器へ到着できる
よう、案内サインを設置することが望ましい。

○ 案内サインとしては EV・PHVタウン※の標準仕様となっている「CHARGING POINT」○ 案内サインとしては、EV・PHVタウン※の標準仕様となっている「CHARGING POINT」

のサイン（東京電力株式会社の登録商標）が、アンケートでは分かりやすいという評価
になっている。 （※電気自動車、プラグイン・ハイブリッド車の普及を目指して先駆的に取り組む自治体）

○ 「CHARGING POINT」以外のサインを用いる場合も 「充電器」「車の絵」「充電規格」○ 「CHARGING POINT」以外のサインを用いる場合も、「充電器」「車の絵」「充電規格」
の3つが掲載されていることが重要と考えられる。

「CHARGING POINT」のサイン「CHARGING POINT」のサイン

充電器（注）使用にあたっては、商標使用許諾契約が必要（平成24年時点で
は、使用料は発生しない。）

日本語併記例 61



■サインの設置場所および設置位置の考え方

参考２ 駐車場等への充電施設の設置に関するガイドライン

○ 案内サインの設置場所については、施設手前から表示を開始すると利用者の安心感が
増すため、「充電施設の予告表示 → 施設の入口での表示 → 設置場所での表示」
といった内容で、順番に誘導する表示が望ましい。

○ 現在は、充電器の設置場所のみでの表示が多くなっているが、複雑な構造を持つ立体

駐車場、地下駐車場、大規模な自走式駐車場の場合、入口・分岐点・突き当り等に、視
認性に優れた案内サインを設置し、また、ドライバーの視野に入りやすい位置・高さ、一

確保 が定の照度を確保した表示が望ましい。

（東名高速道路海老名SA（SA入口部→駐車場入口部→駐車場内部→設置場所）

25.8%

23.2%

入り口のみ表示

入り口から充電器の経路まで表示

充電 箇所 表

施設（駐車場）内での案内表示の有無

【充電設備設置者】 （ｎ＝151 MA）

77.5%

62.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

充電器の箇所のみ表示

まったく表示していない

（充電設備設置者アンケート調査結果）
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ガイドライン作成の背景

１．自転車等駐車の整備のあり方ガイドライン（案）について参考３ 自転車等駐車場の整備のあり方に関するガイドライン

ガイドライン作成の背景

《放置自転車の現状》

○放置自転車台数は年々減少していますが 依然として 駅周辺や中心市○放置自転車台数は年々減少していますが、依然として、駅周辺や中心市
街地では放置自転車による歩行者や自転車の通行の妨げが生じていま
す。

年 鉄道 者 多く 自転車等駐車 を す 傾向があ 放○近年は、鉄道利用者の多くは自転車等駐車場を利用する傾向があり、放
置自転車は買物客などの短時間利用者や駅周辺を勤務地とする従業員
の通勤利用が多い傾向があります。

《これからの放置自転車対策のあり方》

○鉄道利用者や従業員等の長時間の駐輪、買い物客等の短時間の駐輪等、
それぞれの ズに合わせたきめ細かな対策が必要にな てきていますそれぞれのニーズに合わせたきめ細かな対策が必要になってきています。

ガイドラインの位置づけ
◆各都市の今後の自転車等駐車施策の参考となるよう、自転車等駐車場整

備のための調査方法や方策の考え方について 各都市での取り組み事例備のための調査方法や方策の考え方について、各都市での取り組み事例
を織り交ぜながらとりまとめたものです。
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第１編 自転車等駐車施策の基本方針

参考３ 自転車等駐車場の整備のあり方に関するガイドライン

第１編 自転車等駐車施策の基本方針

■自転車等駐車施策の現状や課題を踏まえて、今後の自転車等駐車施策
の考え方をとりまとめの考え方をとりまとめ

【主な内容】

○これまでの自転車等駐車施策の実施内容とそれによる改善効果
近年 状 変 を踏また自転車等駐車施策 課題○近年の状況変化を踏また自転車等駐車施策の課題

○今後の自転車等駐車施策の考え方

第２編 今後の自転車等駐車施策の展開

■『自転車等駐車施策の基本方針』を踏まえた具体的な自転車等駐車施策■『自転車等駐車施策の基本方針』を踏まえた具体的な自転車等駐車施策
の方策について、事例を交えて整理

【主な内容】

○効果的な自転車等駐車施策を検討する際の考え方

○自転車利用者の利用特性に対応した自転車等駐車施策を推進するために、実
態調査として調査すべき事項や調査方法、得られた結果の取りまとめ方態調査として調査す き事項や調査方法、得られた結果の取りまとめ方

○自転車等駐車施策のメニューを、施策の狙いや先進事例を織り交ぜて紹介
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今後の自転車等駐車施策の考え方

参考３ 自転車等駐車場の整備のあり方に関するガイドライン
今後の自転車等駐車施策の考え方

これまでの放置自転車対策は、自転車等駐車場の整備や放置自転車の撤去を中心と
した取り組みが行われてきた。

しかし 近年 自転車等駐車場の利用率低下や放置自転車の返還率低下等の傾向がしかし、近年、自転車等駐車場の利用率低下や放置自転車の返還率低下等の傾向が
見られ、自転車利用者のニーズに対応した、きめ細かな対応が求められている。

■今後の自転車等駐車施策の考え方 【都市交通における交通手段の適用範囲】今後の自転車等駐車施策の考え方

◆移動の距離帯や他の交通手段との
関係を踏まえた対応

○短距離の移動では徒歩による移動○短距離の移動では徒歩による移動へ
の誘導、中・長距離ではバスの利用を
誘導するなど、自転車の無秩序な利用
を是正し 駐輪需要を調整することも必を是正し、駐輪需要を調整することも必
要である。

◆駐輪の目的や駐輪時間に応じたきめ細かな対策、自転車等駐車場の確保

○自転車利用の特性は、鉄道利用の有無や目的により異なるため、その特性に応じ
たきめ細かな自転車等駐車施策の実施が望まれる。

○駐輪の質を把握することは、自転車等駐車場を確保すべき主体を明確にすることに
もつながり、原因者負担・受益者負担の原則に基づき、関係者が一体となった取組
みを行う上での基本となる。 65



駐輪需要調整のイメージ

参考３ 自転車等駐車場の整備のあり方に関するガイドライン

徒歩への誘導
・・・自転車の適正な利用の徹底により、８００ｍ程度までは

徒歩を便利にして誘導

徒歩への誘導
・・・自転車の適正な利用の徹底により、８００ｍ程度までは

徒歩を便利にして誘導

駐輪需要調整のイメ ジ

≪≪現状イメージ現状イメージ≫≫ ≪≪施策後のイメージ施策後のイメージ≫≫

徒歩を便利にして誘導徒歩を便利にして誘導

放置の徹底、
駐輪場への誘導

駅周辺に放置するため、
短時間で駅に行ける

800ｍ程度までは徒歩に誘導
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自転車駐輪の現状把握に基づく駐車対策

参考３ 自転車等駐車場の整備のあり方に関するガイドライン
自転車駐輪の現状把握に基づく駐車対策

●「自転車駐車需要のコントロール」、「駐輪の質に応じた自転車等駐車場の供給」の
観点から、総合的な対策の検討が必要になる。

●総合的な対策の検討に対応できるよう、「自転車等駐車場の供給状況」の把握とと
もに、「駐輪実態の量と質」を把握する必要がある。

【自転車等駐車施策の方向性】

駐輪の量と質の把握自転車等駐車場の供給状況の把握

駐輪の量自転車等駐車場台数
サービス状況（利用時間、
料金体系）

自転車等駐車場の
利用台数

駐輪の質
・駐輪場所
・駐輪特性（目的、鉄
道利用の有無、駐
輪時間等

放置自転車
台数

自転車等駐車場の空き状況の把握
・駐輪場の余裕
・駅からの距離による利用状況

輪時間等

自転車駐車需要のコントロール（適正化）

事業所や商店街
の取り組み状況

駐輪の内訳・特性
・鉄道利用、施設利用
目的と駐輪時間

駅からの距離による利用状況
⇒徒歩やバス利用への転換誘導

の取り組み状況
駐輪の質に応じた自転車等駐車場の供給

○駐輪の特性に応じた自転車等駐車場の確保
○既存自転車等駐車場の利用促進

・目的と駐輪時間
・放置場所と周辺施設の関係等
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自転車駐輪の現状把握

参考３ 自転車等駐車場の整備のあり方に関するガイドライン
自転車駐輪の現状把握

●自転車等駐車場の利用状況や新たな供給量を把握するため、現状における供給
状況（量とサービス状況）を把握する必要がある。

●自転車等駐車施策の関係主体を明確にし、自転車利用者のニーズに対応したきめ
細かな対応を図っていくため、自転車駐輪の量と質（目的、駐輪時間等）を的確に
把握する必要がある。

【自転車駐輪の量の把握内容と活用方法】

把握内容 活用方法把握 容
○自転車等駐車場の時間帯別利

用台数

○地区単位の時間帯別放置自転
車台数（必要に応じて場所別）

活用方法
○地区単位のピーク時駐輪需要の把握
○自転車等駐車場利用者と路上放置者の特性の把握

・鉄道駅や周辺施設の立地状況と路上駐輪との関係
路上駐輪されやすい場所の特性 等車台数（必要に応じて場所別） ・路上駐輪されやすい場所の特性 等

【自転車駐輪の質の把握内容と活用方法】

把握内容 活 方法把握内容
○出発地の特性、駐輪場所

○駐輪特性（目的、鉄道利用の
有無 駐輪時間 駐輪場所か

活用方法
○他の交通手段への転換可能性の検討
○自転車利用者のニーズ（質）に応じた対策検討

・自転車の利用目的（鉄道利用or直行利用 通勤・通有無、駐輪時間、駐輪場所か
ら目的地までの距離等）

○駐輪場の利用条件 等

自転車の利用目的（鉄道利用or直行利用、通勤 通
学or買物等）や駐輪時間に応じた対策検討、既存駐
輪場の利用促進策の検討 等

68



駐輪の質に応じた自転車等駐車場の供給

参考３ 自転車等駐車場の整備のあり方に関するガイドライン
駐輪の質に応じた自転車等駐車場の供給

●自転車の駐輪特性は、大きく『目的地（施設）』及び『移動目的』、『駐輪時間』により
異なるため、これらの特性に応じた対応が求められる。

【自転車の利用特性に対応した自転車等駐車施策の考え方】

●放置自転車の実態調査や駐輪特性を踏まえて、それぞれの地区の駐輪ニーズに
応じた自転車等駐車場の整備を進めることが重要である。

【自転車の利用特性に対応した自転車等駐車施策の考え方】

利用特性 対応の考え方
整備主体

・関係者目的地
（施設）

目的
駐輪
時間

駐輪場所 対応方策
（施設）

目的
時間

駐輪場所 対応方策

駅 鉄道
利用

長 ・路外自転車等
駐車場

・駅周辺の自転車等駐車場整備

・既存自転車等駐車場の利用促進
⇒駅からやや離れている自転車等駐車場の利用率向上

公共団体

鉄道事業者

※料金施策による対応（距離、施設整備等による料金格
差の設定）

会社・学校、
商業施設

通勤、
通学

長 ・会社・学校等
における従業

・付置義務の適用、強化

・自転車等駐車場確保の働きかけ

会社・学校等
の事業所商業

等 員用の自転車
等駐車場

⇒自転車駐車場の自転車等駐車場への転用等 施設

・路外自転車等
駐車場

・従業員の路外自転車等駐車場利用の徹底

・既存自転車等駐車場の利用促進

会社・学校等
の事業所駐車場 既存自転車等駐車場の利用促進

⇒不便な地域の自転車利用者を既存駐輪場に誘導

※料金施策による対応（長時間の駐輪を安く設定）

の事業所

商業施設

公共団体
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【自転車 特性 応 自転車等駐車施策 考 方 づき 】

参考３ 自転車等駐車場の整備のあり方に関するガイドライン

利用特性 対応の考え方
整備主体

関係者目的地
目的

駐輪
駐輪場所 対応方策

【自転車の利用特性に対応した自転車等駐車施策の考え方（つづき）】

・関係者目的地
（施設）

目的
駐輪
時間

駐輪場所 対応方策

商業施設
等

買物
等

短 ・商業施設等
の自転車等
駐車場

・付置義務の強化、充実

・商店などにおける近接する自転車等駐車場確保
⇒空地等への自転車等駐車場設置の働きかけ

商業施設

商店街
駐車場 ⇒空地等への自転車等駐車場設置の働きかけ

商店街等の共同による自転車等駐車場確保

・路上自転車
等駐車場

・小規模で商店街などに近接な路上自転車等駐車場の
整備

・自転車等駐車場の利用促進
⇒短時間駐輪の利用誘導

公共団体

商店街等の
団体

※料金施策による対応（短時間の駐輪の無料化、長時
間の駐輪を高く設定等）
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